
広島市水道局建設工事総合評価落札方式実施要領 
（平成１８年１１月３０日制定・平成２１年５月２９日最終改正） 

 
 
 （趣旨） 
第１条 この要領は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１６

７条の１０の２（令第１６７条の１３において準用する場合を含む。）の規定に基づき、本局

が発注する建設工事において、価格その他の条件が本局にとって最も有利なものをもって申込

みをした者を落札者として決定する方式（以下「総合評価落札方式」という。）の実施につい

て、法令並びに本局の契約に関する規則及びその他の要綱等に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。 

 

（適用範囲） 

第２条 総合評価落札方式を適用することができる工事の範囲は、競争入札に付す工事（特に小

規模な工事を除く。）であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。 
⑴ 入札者の提示する性能、機能、技術等（以下「性能等」という。）によって、工事価格に工

事に関連して生ずる補償費等の支出額及び収入の減額相当額並びに維持更新費を含むライ

フサイクルコストを加えた総合的なコストに、相当程度の差異が生ずると認められる工事 

⑵ 入札者の提示する性能等によって、工事価格の差異に比して、工事目的物の初期性能の持

続性、強度、安定性などの性能・機能に相当程度の差異が生ずると認められる工事 

⑶ 環境の維持、交通の確保、特別な安全対策、省資源対策又はリサイクル対策を必要とする

工事であって、入札者の提示する性能等によって、工事価格の差異に比して対策の達成度に

相当程度の差異が生ずると認められる工事 

⑷ その他総合評価落札方式を適用することが必要と認められる工事 

２ 前項の規定により総合評価落札方式を適用する工事は、広島市水道局建設工事総合評価審査

委員会（以下「審査委員会」という。）の審議を経て選定するものとする。 

 

（提案の募集） 

第３条 管理者は、総合評価方式を適用する工事の入札公告等を行う際には、必要に応じて、次

に掲げる事項を明示するものとする。 

 ⑴ 総合評価落札方式を適用して入札を実施する工事である旨 

 ⑵ 当該入札に係る申込みのうち価格その他の条件が本局にとって最も有利なものをもって申

込みをした者を落札者として決定するための基準（以下「落札者決定基準」という。） 

 ⑶ 提出を求める技術資料の内容及び提出期限 

⑷ その他総合評価落札方式を適用するために必要な事項 

２ 管理者は、難易度の高い工事においては、提案の提出前に、資料作成説明会を開催すること

ができる。 

 

（提案の提出） 

第４条 技術提案を求める範囲は、工事の特性に応じて定めることとし、審査委員会の審議を経

て決定するものとする。 

２ 本局が参考として示した図面及び仕様書等の内容（以下「標準案」という。）と異なる設計及

び施工方法等に関する技術提案を求める部分については、設計図書において設計及び施工方法

等を指定しないものとする。 

３ 入札者は、技術提案を行う場合には、その内容を明示した設計及び施工計画書を提出するも



のとし、その技術提案が適正と認められない場合においては、入札者に標準案に基づいて施工

する意思があるときは、標準案による施工計画を併せて提出することができるものとする。 

４ 技術的な工夫の余地の小さい工事において、入札者から提出された簡易な施工計画等の技術

資料等を技術提案として評価する方式（以下「簡易型」という。）及び技術的な工夫の余地の小

さい小規模な工事において、定量化された評価項目により入札者の施工能力を評価する方式（以

下「特別簡易型」という。）については、前２項の規定は、適用しない。 

 

（提案の審査及び採否の通知） 

第５条 提出された技術提案及び標準案に基づく施工計画（以下「技術提案等」という。）の審査

及び採否については、審査委員会の審議を経て決定するものとする。 

２ 管理者は、必要があると認めるときは、提案者に対し、技術提案等の内容について、ヒアリ

ングを実施することができる。 

３ 管理者は、次の各号のいずれかに該当すると判断したときは、提案者に当該技術提案の改善

を求め、又は改善を提案する機会を与えることができる。この場合においては、技術提案の改

善に係る過程について、その概要を速やかに公表するものとする。 

⑴ 技術提案の内容の一部を改善することにより、より優れた技術提案となる場合 

⑵ 技術提案の内容の一部の不備を解決することができる場合 

４ 一の提案者が、技術提案と標準案による施工計画の両方を提出した場合において、技術提案

が適正であると認められるときは、標準案による施工計画の審査を行わないものとする。 

５ 簡易型及び特別簡易型については、前２項の規定は、適用しない。 

６ 技術提案等の採否については、提案者に通知するものとし、採用しない場合は、その理由を

付して通知するものとする。 

 

（予定価格の作成） 

第６条 管理者は、新技術及び特殊な施工方法等の高度な技術又は優れた工夫を含む技術提案を

求める場合には、それぞれの提案とそれに要する費用が適切であるかを審査し、最も優れた提

案を採用することができるよう予定価格を作成することができる。 

 

（落札者決定基準） 

第７条 管理者は、落札者決定基準として、評価基準、評価の方法その他の基準を定めるものと

する。 

 

（評価基準） 

第８条 前条の評価基準は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる留意点に

留意して、審査委員会の審議を経て定めなければならない。 

 ⑴ 評価項目 

   評価項目は、当該工事の目的・内容により必要となる技術的要件等に応じて設定するもの

とする。 

 ⑵ 得点配分 

 各評価項目に対する得点配分は、その必要度、重要度に応じて定めるものとする。 

⑶ 加算点 

各評価項目の得点の合計を、５点から５０点までの範囲において換算したものとする。 

 ⑷ 標準点 

除算方式の場合、提出された提案の内容が、入札公告等に記載された要求要件を満たすも

のであれば、標準点として１００点を付与する。 



 

（評価の方法） 

第９条 第７条の評価の方法は、次の各号のいずれかの方式によることとし、審査委員会の審議

を得て定めなければならない。 

 ⑴ 加算方式（加算点に入札価格を点数化した値を加算する方式） 

 ⑵ 除算方式（加算点に標準点を加えた値を入札価格で除算する方式） 

 

（落札者の決定方法） 

第１０条 総合評価落札方式を適用する工事の落札者の決定方法は、前条の規定により定められ

た評価の方法により評価値を算出し、入札価格が予定価格の制限の範囲内である入札者のうち、

評価値の最も高い者を落札者とする方法による。この場合において、評価値の最も高い者が２

者以上あるときは、当該者にくじを引かせて落札者を決定することとする。 

 

（学識経験者の意見聴取） 

第１１条 管理者は、総合評価落札方式を適用する場合において、令１６７条の１０の２第４項

及び第５項に定めるほか、第６条に規定する予定価格を作成しようとするときは、学識経験者

の意見を聴かなければならない。 

 

（責任の所在等） 

第１２条 落札者は、管理者の認めた技術提案に係る部分の適正な履行について責任を負うもの

とする。 

２ 管理者は、落札者が提案内容を履行することができなかった場合で、その再度の施工が困難

又は合理的でないと判断されるときは、工事成績評定点の減点、契約金額の減額又は損害賠償

の請求等を行うものとする。 

 

（入札の中止） 

第１３条 総合評価落札方式を適用する場合において、入札参加者が所定の数に満たないとして

その入札を中止したときには、当該工事に係る再度の入札は、原則として総合評価落札方式を

適用しないものとする。 

 

（その他） 

第１４条 この要領に定めるもののほか、総合評価落札方式の実施に関して必要な事項について

は、別に定める。 

 

附 則 

この要領は、平成１８年１２月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２０年６月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２１年６月１日から施行する。 

 


